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納めた国民年金保険料は
全額が社会保険料控除の対象です
　国民年金保険料は所得税及び地方税上、健康保険や厚生年
金などの社会保険料を納付した場合と同様に、社会保険料控
除としてその年の課税所得から控除され、税額が軽減されます。
　控除の対象となるのは、平成23年１月～12月中に納めた保
険料全額で、過去の年度分や追納保険料なども含みます。
平成23年度国民年金保険料：月額15,020円
　また、ご自身の保険料だけでなく、配偶者やご家族（大学生のお子様）の負担すべき
国民年金保険料を支払っている場合、その保険料も合わせて控除が受けられます。
　なお、平成23年中に納付した国民年金保険料について、社会保険料控除を受けるため
には年末調整や確定申告を行うときに、領収書など保険料を支払ったことを証明する書
類の添付が必要となります。
　老後や不慮の事故など、万一のときのためにも保険料はきちんと納めましょう。

■お問い合わせ先　住民福祉課住民係　℡６２－１１１１（内線１２９）
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